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令和5年度集団指導・障がい福祉関係事業者説明会資料



財産処分

１ 概要

社会福祉施設整備補助金等の交付を受けて整備した建物等を財産処分する場合は、国
及び県に対して手続きを行う必要がある

※財産処分…取壊しや廃棄だけでなく、転用、譲渡、貸付、交換なども処分となる

２ 承認申請手続

財産処分の承認申請書を補助事業者（県、松江市）に提出することとなります。

※近年、処分の申請が多く、国の承認までに相当の時間がかかる場合があります。
処分の予定がありましたらお早めにご連絡ください



【県ホームページ掲載場所】

トップ / 医療・福祉 / 福祉 / 障がい者福祉 / 事業
者向け / ７‐１障害福祉サービス事業所・施設関
係/（３）施設整備に係る補助事業について

https://www.pref.shimane.lg.jp/medical/fukushi
/syougai/jigyousya/syougaiservice/shisetuseibi.
html

https://www.pref.shimane.lg.jp/medical/fukushi/syougai/jigyousya/syougaiservice/shisetuseibi.html


財産処分

３ 承認申請手続きの流れ

財産処分の承認申請書の提出（事業者→県→国）
↓
財産処分の承認
↓
財産処分
↓
財産処分の完了報告
↓
補助金返還手続き



(1)１０年経過後の厚生労働行政関連事業等以外への転用、無償譲渡等

(2)１０年経過前の転用、無償譲渡等

(3)有償譲渡等

財産処分

4 フロー図

(1) １０年経過後の厚生労働行政関連事業等への転用、無償譲渡等
厚生労働行政関連事業のほか、幼稚園などの関連事業への転用、無償譲渡等
国又は地方公共団体への無償譲渡等

(2) 災害等による取壊し等

国庫納付不要

国庫納付を条件に承認
※10年経過前でも、国庫納付不要なケース
・同一事業を１０年以上継続する場合の無償譲渡等
・やむを得ない取壊し等



財産処分

５ （参考）返還額の算出方法

グループホーム（2012年２月竣工）
・処分制限期間22年（木造、住宅用） ※処分制限期間は建物等の用途、構造により異なります

・補助金額22,000千円
・経過年数12年（R6.3月時点）

補助額×

残存年数（処分制限期間－経過年数）

処分制限期間
返還額＝

22,000千円×
22

10
＝10,000千円返還額＝


